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解説 

セシウムフリー水素負イオン源
―核融合プラズマでのNBI加熱に向けて―

Cs-Free Negative Hydrogen Ion Sources for Neutral Beam Injection Heating  
in Fusion Plasmas

笹尾真実子
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同志社大学　研究開発推進機構
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DEMO炉における中性粒子入射装置（NBI）の開発において，重水素負イオン源のセシウムフリー化は開発
重点項目の一つとなっている．そのため，体積生成型負イオン源に立ち戻りつつも新たな知見・視座からの開発
が進捗している．さらに，セシウム塗布なしで負イオン生成率の高いプラズマグリッド材料の探査が進められて
いる．これらを俯瞰すると同時に，新材料 C12A7エレクトライドの負イオン生成率，仕事関数変化などの最近の
成果を紹介し，プラズマグリッド材料として適用性について議論する．
Keywords:

DEMO, NBI, negative ion, volume-production, surface-production, sheet plasma, recombinative-desorption,  
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1 ．はじめに
中性粒子入射装置（NBI）は，核融合プラズマの加熱・
電流駆動方法において最も効率が高い方法の一つとして近
年の多くの大型装置で採用されている．核融合プラズマサ
イズが大きくなり密度も高くなると，正イオンビームでの
中性化効率が著しく小さいビームエネルギー領域となり，
負イオン（D−）ビーム加速が必要となる．それゆえに，
JT-60U，JT-60SA，LHDでは負イオン加速に基づくNBI
が用いられており，高性能プラズマの実現や多様な物理研
究に寄与している［1］．1MeV程度のビームエネルギーが
要求される ITERにおいても負イオン加速NBIが用いられ
る［2］．さらにDEMO炉でもNBIは重要な役目を果たす
と思われる［3，4］．それには商業運転に耐えうるNBIを用
意しておかなければならない．
負イオンは，正イオンに比べると生成が難しく，しか
も壊れやすい．1970年代には，ローレンス・バークレー
研究所（LBL，米）を中心に正イオンビームのアルカリ
ガスセル通過により負イオンを生成することが主流であっ
た．一方で，タンデム加速器の分野の負イオン源［5］で以
前より使われていたセシウム（Cs）をペニング型および
マグネトロン型の水素負イオン源に投入する試みが，1970
年代にブドカー原子核物理研究所（BINP，露）で行われ，
パルスモードではあるが1 A/cm2という記録を報告した
［6］．そのような中，1977年にエコール・ポリテクニーク
（仏）のバカールらは，Cs等のアルカリ金属を使用せずと

も水素プラズマ中にH−が高密度で存在することを報告し
［7］，さらにその後，光脱離法によりプラズマ中のH−の
存在を確定的なものとした［8］．実際にはそれ以前に理論
的な研究で共鳴状態（H2−）を介して低速電子による振動
励起分子の解離性付着

H2（υ"）＋e→H2−→H−＋H� （1-1）

によりH−が生成されることが予測されていたが，バカー
ルらの実験結果では振動励起分子H2（υ"）はプラズマ中の
高速電子により生成され，

H2（υ＝0）＋efast→H2−→H2（υ"）＋e� （1-2）

その後低速電子による解離性付着反応

H2（υ"）＋eslow→H−＋H� （ 2 ）

により負イオンが生成されることを示唆している．また，
振動励起分子H2（υ"）の生成については，後述するように
高温の真空容器内壁で生成される可能性も指摘されてい
る．実際，理論的に式（ 2）の解離性付着の断面積は閾値近
傍で極大値となり，υ"＝4の断面積はυ＝0の断面積に比
べても 4桁も大きいことがわかっている．これがいわゆる
水素負イオンの体積生成（Volume Production）である．
詳細はバカール・和田のレビュー論文を参考にされたい
［9］．体積生成型イオン源では，高速電子（efast）成分の
ある領域と低速電子（eslow）領域が割けられている必要が
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る．第 3章では，プラズマグリッド電極のための低仕事関
数材料の開発，特に我々がここ数年取り組んでいる，エレ
クトライド電極の研究の現状について紹介する．

2 ．体積生成型イオン源におけるCsフリー化
2．1　新規のイオン源プラズマ生成
前章で紹介したように，体積生成では，振動励起分子

H2（υ"）生成のための高速電子を含む高温プラズマと，解離
性付着のための低い電子温度のプラズマのタンデム型の構
造が必要とされる．
このような背景のもとで，1980年代の名古屋大学プラ
ズマ研究所では浦本が，シートプラズマ源でのH− /D−生
成実験の結果を発表した．この装置では数個のヘルムホ
ルツコイルによる均一磁場中（Bz）で，六ホウ化ランタ
ン（LaB6）冷陰極とコイルを内蔵した 2 枚の中間電極，
装置端のアノード電極により約180 Aの放電柱を生成し，
それを強力な 2 枚の角形永久磁石で円柱をシート型に変
形する．その結果，幅20～25 cm，厚み約1.0 cm，長さ約
30 cmの高能率シートプラズマが生成され，その両面が低
電子温度プラズマのH− /D−イオン生成領域となり，負イ
オン引出し面積600 cm2以上が実現している［15，16］．
図 1にシートプラズマ領域のプラズマ源と負イオン測定
系の図を示す．このシートプラズマの中心付近の磁場（Bz）
は約110 G，シートの両側の引出し電極付近（y～15 cm）
の磁場は約60 Gであり，プラズマ密度，電子温度はシー
ト中心付近（y＝0）でそれぞれ約5×1012 cm−3，25 eV，
シート両側の（y＝2～15 cm），引出し電極付近までが約
3×1011 cm−3，2.0 eVと報告されており，上述の体積生成
に必要なタンデム構造が実現している．また，H− /D−イ
オン引出し領域に図 1に示されるような，磁場を使った運
動量分析器と全量測定のための電極を設置して，この領域

あり，そのため通常は磁気フィルターが設置される．
一方で，前述のBINPでの実験では，イオン源の金属表
面の仕事関数（W）がCs投入により低下したことが考え
られ，並行して仕事関数が負イオン生成にどのように関わ
るか，表面を離れる時の速度が生成された負イオン存続に
どのように関わるか（水素原子と金属の間の電子に対する
ポテンシャル障壁の透過度が原子から表面までの距離が増
すにつれて急速に低下するため，急速に遠ざかる負イオン
は中和される確率が下がる）等の理論的研究が進展した
［10］．これらの結果を踏まえて近似的に定式化したのが
ラッサーの式と言われ，しばしば引用されている［11］．

β−＝　 exp（−　　　　　 ）� （ 3 ）

ここでβ−は負イオン生成確率，EAは水素の電子親和力
（0.754 eV），Vzは表面を脱出する時の垂直方向速度，aは
遠方で電子の遷移確率となるよう定める比例定数である．
以上が負イオンの表面生成（Surface Production）である．
表面生成の進展をふまえて，LBLを中心にこれまでの

体積生成型イオン源にCsを投入する試みが開始され，初
期の実験で負イオンの収率が16倍となったと報告があっ
た［12］．以来，我が国を中心に本格的なイオン源開発・大
型化の努力が蓄積され［13］，JT-60Uで用いられ，現在で
はJT-60SA，LHDで活躍している．これらのイオン源で
も磁気フィルターが設置されており，引き出し領域付近に
低速電子（eslow）領域をつくり，プラズマ電極表面で生成
された負イオンが

H−＋e→H＋2e� （ 4 ）

等の過程による損失を抑制する．
ITER用NBIにおいても，Csを導入しプラズマ電極の
仕事関数Wを下げる方式を採用する予定である．しかし，
◦負イオン生成に最適な表面状態を長時間維持できるか
◦�Csの漏洩による加速部での絶縁劣化の程度はどの程
度なのか

などについては今後の試験結果を待たなければならない．
さらにDEMO炉，商業炉にとっては，Csの補給等のメン
テナンスのためのアクセスが，頻度・作業時間・接近距離
ともに大幅に制限される．

NBIの負イオン源では，
①極度に制限された保守・修理へのアクセスのみならず
②負イオンビームの収量（～30mA/cm2）
③�同時に引き出される電子電流と負イオン電流の比の低
減（Je/JH−～1 以下）

④空間的な均一性
⑤低ガス圧での運転
などの課題が同時に解決されなければならない．
そのため，我が国や欧州各国では，Csフリー負イオン
源開発にむけて，基礎研究や小型試験研究が活発に行われ
ている［14］．本記事では，次章でCsを使わない体積生成
型イオン源開発の現状について，新規のイオン源プラズマ
生成方式とプラズマ容器壁材料研究の 2点について紹介す

2
π

π（W−EA）
2aVz 

図 1　Uramoto型負イオン源のシートプラズマ生成と測定部の
概念図．中央上部のカスプ型プラズマが大型の永久磁石
（PM）でプラズマシートに成型されている（黒色で示され
ている部分）．シートの両面は低電子温度プラズマ領域で
あり，その端に設置された 9個の φ6 mmの引出し穴をも
つ 3枚電極から引き出された負イオン，正イオンは質量分
析器（MA）で測定する．（文献［15］より転載）
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の概念図（b）である［21］．プラズマ中心部（y＝0～5mm）
にプラズマ密度，温度が3.5×1012 cm−3，10−20 eVの高
電子温度領域が形成され，その周辺（y＝1.5～2.5 cm）に
4.0×1011 cm−3，1−2 eVの低電子温度領域が形成されて
いる．ただしTPD sheet-Uの場合，Uramoto型と異なり
プラズマパラメータの空間分布がガウス分布的であるの
は，シートプラズマの形成方法の違いによると思われる．
この装置の負イオン引出し実験の結果，負イオン電流密度
として単穴で～8.4mA/cm2を記録している．また，随伴
電子電流を同時に測定し，負イオン電流との比（Je/JH−）
を減少させるため，引出し付近に小型永久磁石フィルター
（SMF: soft magnetic filter）や，E×Bドリフト走行を遮
るフェンス等を設置することにより，Je/JH−比を 8 程度か
ら 2以下に減少させることに成功している［22］．多穴電極
（φ 4mm×3×13）でも随伴電子電流値は高いものの約～
11 mA/cm2が得られたと報告している［22］．
一方海外でも，Csフリー体積生成負イオン源の研究
は，各国の予を受けて進められている．特に欧州および
オーストラリアでは修理やメンテナンスによるNBIの
運転中断を避けるため，フィラメントや冷陰極を使わな
い，ECR放電［23-25］，ヘリコンプラズマ［26-30］を用い
ることを基本として開発研究を行なっている．具体的に
は，負イオンビームの収量を～30mA/cm2以上とするこ
と，同時に引き出される電子電流との比（Je/JH−）を 1 以
下とすることを実現するために，プラズマ内の負イオン
密度をnH−≈1011 cm−3以上にすることを目標としている．
2.45 GHzのECR駆動の水素負イオン源（Prometheus I）
ではプラズマは，タンデム構造ではなく，2 成分の電子
温度分布を持ち，nH−≈4×109 cm−3を記録したが，作動
圧力を高く，目標の負イオン密度を得るのは簡単ではな
い［24］．一方でヘリコンプラズマによる負イオン源では，
前述の東海大学と同様に中心部に高温高密度プラズマを
生成し，周辺部に低温プラズマを配置する．図 3にスイ
スのResonant Antenna Ion Device（RAID）で測定され
た負イオン密度分布を示す．中心部から5 cm程離れた領
域に目標の 5 分の 1 程度の負イオン密度の高い領域が形
成されている．このような成果の背景に，欧州のDEMO
での採用が検討されている光脱離中性化法NBIシステム
（Siphore）［31］がある．このシステムでは，ビームの断面

のH−と正イオン（H＋＋H2＋＋H3＋）電流比を測定したと
ころこの 2 種の測定方法において，ともに約1：1.5の比
が得られ，シート上下の周辺部に両極性プラズマに近い
状況が実現していることがわかる．4.5 kVの引出し電圧に
おいての全電流量測定の結果として，H−の場合，D−の
場合それぞれ19mA/cm2，16mA/cm2との報告［15，16］が
あるが，以降この装置はイオンインプランテーションため
の装置として改造され，このタイプのシートプラズマの研
究は同志社大学［17］，フィリピン大学［18］での小規模装置
に引き継がれた．これらの装置では，放電電流がそれぞれ
0.4 A，3 A以下である．後者の実験では，放電電流を増加
させると解離性付着領域の電子温度も上がる問題があった
が，少量のアルゴン（Ar）ガスやマグネシウムアノード
電極を用いることによる表面での振動励起分子生成を確認
している．
その後，東海大学ではUramoto型負イオン源と異なる
シートプラズマ源TPDsheet-Uを使い，放電電流90 A級
でのCsフリー水素負イオン源開発を行っている［19，20］．
図 2はその装置図（a），および負イオン引出し系・測定系

図 2　（a）TPD sheet-U型水素負イオン源装置図，左側に中心で
の磁場の強さが示されている．（b）TPD sheet-U型水素負
イオン源の単孔引出し負イオン測定系，磁気フィルター
SMFにより随伴電子電流値を低減することができる．（文
献［21］より転載）

（a）

（b）

図 3　13.56 MHzヘリコンプラズマ水素負イオン源（RAID）で
プローブによる光脱離法で測定された負イオン密度分布．
左は軽水素，右は重水素プラズマ．負イオン密度の絶対値
はCRD方法との比較で確認されている（文献［14］より転載）．



Journal of Plasma and Fusion Research    Vol.100,  No.12    December 2024

514

3 ．低仕事関数プラズマグリッド材料開発
前述のように，現在核融合分野で活躍しているH−/D−

イオン源では，低仕事関数のプラズマグリッド上で負イオ
ンが生成されていると考えられており，式（ 3）でも示した
ようにその生成率は仕事関数に大いに依存する．CsをMo
に0.3−0.5原子層程度塗布すると仕事関数は1.8 eV以下に
低下するが，Csを使用しない場合，仕事関数の低い材料
としてはどのようなものがあるのか．
化学的に不安定で融点の低いアルカリ金属を除くと，

Ce（ϕW＝2.89 eV），Pr（2.83 eV），Sm（2.81 eV），Eu
（2.74 eV），Gd（3.09 eV），Ho（3.05 eV），Yb（2.91 eV）
といった希土類元素があるが［40］，プラズマグリッドのよ
うな大きなものを製作するのは現実的ではない．山口大学
の大原・吉田らはイオン性プラズマ（正イオンと負イオン
から成るプラズマ）の研究のためアルミニウム（Al）表
面での負イオン生成の研究を行っており，さらにAlのプ
ラズマグリッドを用いて，1 kWのアーク放電プラズマか
ら115 µA/cm2というビーム電流密度が得られたと報告し
ている［41，42］．またCartryらは，表面から離れる負イオ
ンの延命にバンドギャップが関わる可能性に注目し，ダイ
アモンドライクカーボンや高配向性熱分解グラファイト
（HOPG）について調べている［43，44］．
一方で我々が注目したのは東京工業大学（現 東京科学
大学）の細野教授らが開発したC12A7エレクトライドで
ある．図 6（a）はC12A7エレクトライドの構造を示したも
ので，それぞれ正の 4 価に帯電した12個のケージ（直径
約0.4 nm）が 3次元的に隣接し結晶骨格を形成している．
そこに 2つの酸素イオン（O2−）が各ケージ内に緩く包接
されており，自由酸素イオンと呼ばれている［45］．C12A7
全体では，自由酸素イオンの負電荷と結晶骨格の正電荷が
電気的に補償されている．自由酸素イオンは，高温域では，
高速イオン拡散するので，カルシウムやチタンなど還元性
の強い金属と高温で反応させることにより，C12A7内部

積は3m×0.03mという，あたかも“刺身包丁の刃”の
ような形状が仮定されており，上述のRAIDやフランスの
Cybeleといったヘリコンプラズマ型負イオン源はこの形
状を意識して開発が進んでいる．
2．2　体積生成促進のための壁材料

Csフリーの体積生成型負イオン源で水素負イオン密度
を増加させる方法として，振動励起分子をイオン源内壁表
面で生成する方法が考えられる．この背景には，タンタル
（Ta），タングステン（W）といった高温ガスセル内壁で
生成される水素分子の振動励起分布がボルツマン分布から
大きくずれて高励起分布成分を持つというHall［32］およ
びEenshuistra［33］らの実験結果報告がある．また最近で
は，フィラメントのないECR源でも振動励起分子の増加
が報告されている［14，25］（図 4参照）．

Hallらの研究発表を受けて，Bacalらは，H−密度およ
び引き出される負イオン電流が，フィラメント材料および
電極材料について，TaとWでどのように違いが出るかを
調べた［34-37］．それらの結果は，Taフィラメントは明ら
かに負イオン密度を増加させ，それに伴い引き出される負
イオン電流を増加するが，Taを電極材料に用いても顕著
な差は出ない（図 5参照［38］）．これらの実験結果にはい
くつかの解釈がありうる．
A）Ta蒸気が引出し領域の水素原子密度を減少させ，

H−＋H→H2＋e

による負イオン密度低下を妨げていることも考えられるが，
B）TaあるいはW表面で，会合脱離過程（recombinative 
desorption）により回転振動励起分子が生成されている可
能性が高い．

Hads＋Hads→H2（ν´, J）＋ΔE

この会合脱離過程での分子振動の加熱については，日本物
理学会誌に笠井氏らの詳しい説明がある［39］．
今後，会合脱離に関する理論的研究，様々な実験とモデ
ル計算を行うことで振動励起分子を効率よく生成する条件
が得られる可能性がある．

図 4　放射光 DESIRS beamlineを使い ECR源 Reactor SCHEME 
II＋において，水素振動励起分布のイオン源容器材料依存
性を測定，Taで高振動励起分子が多く生成されている（文
献［14］より転載）．

図 5　フィラメント材料とプラズマ電極材料の様々な組み合わせ
について，プローブを使っての光脱離法で測定して負イオ
ン密度のプラズマ電極バイアス電圧依存性．SUSプラズ
マ電極の場合，タンタル（Ta）フィラメント（△）とタン
グステン（W）フィラメント（〇）では約2倍の差が見ら
れるが，プラズマ電極材料に Taを用いても（▽），効果は
見られない（文献［38］より転載）．
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速されること，シースでの加速は補正済みである）．この
時，サンプルには−20 V（星印灰色線）または−80 V（黒
線）が印加されている［50］．出射エネルギーが0～10 Vに
見られるピークは吸着した重水素原子がイオン入射により
負イオンとして脱離（desorption by sputtering）したも
のが主成分と考えられる．事実重水素プラズマ照射ののち
にArプラズマ照射に切り替えると，切り替えた当初はこ
の重水素負イオンが観測される［50］．それより高いエネ
ルギーに見られるのは，入射イオンが負イオンとして反
射（back scattering）したものが主成分で，入射イオン
は大部分がH3＋であるため，それぞれ約7 V，約30 Vに肩
をもつ連続スペクトルとなる．図 7（b）は直後にモリブデ
ン（Mo）にプラズマイオン（または電子）を照射した場
合に得られたスペクトルである．脱離領域ではC12A7エ
レクトライドとMoの比はほぼ50：1であり，反領域では
7：1であった．その後，磁石内蔵斥電場分析器（MRFEA）
により全生成量を比較したところMoとの比は10倍以上で
あった．現在，この装置では波長掃引型光電子測定による

のすべての自由酸素イオンを電子（e−）で置換すること
が可能となる［46,47］．還元処理により得られた化合物は，
C12A7:e−と表すことができる．これは電子が，ケージ内
の特定結晶サイトを占有し，結晶骨格とイオン結合した化
合物である．こうした電子が陰イオンとして機能する（電
子陰イオン）化合物は“電子化物”（エレクトライド）と呼
ばれて，最大1.5×105 S/mの導電性を示す．また，包接
された電子に由来して，ϕWが2.4 eVとアルカリ金属並み
に低いことが，紫外光分光法（UPS）や光電子収量分光
法（PYS）測定などで確認されている［48］．
そこで我々は細野の協力を得て，㈱AGC提供のC12A7

エレクトライドサンプルに水素原子源からのH0フラック
スを入射し，C12A7エレクトライドから電子以外の負電
価が出ているのを確認した［49］．その後，水素負イオン生
成を直接測定し，プラズマグリッド電極材としての適性を
調べるために
Ⅰ �エクス＝マルセイユ大学（仏）におけるプラズマ中
のC12A7エレクトライドから出る負イオンの質量と
エネルギーの同時分析測定

Ⅱ �C12A7エレクトライド製プラズマ電極をもつ小型イ
オン源の製作とビーム引出し実験

の二つの方向で研究を進めた．
Ⅰのエクス＝マルセイユ大学 PIIM装置は，RF

（13.56MHz）プラズマまたはECRプラズマを測定領域
に拡散させ，その中央に加熱，バイアス印加できるサン
プルを設置し，プラズマイオン（又は電子）の照射によ
り生成される負イオンをエネルギー分析可能な質量分析
器（HIDEN-EPQ200）で分析するものである［43］．負バ
イアスを印加した場合，プラズマイオンはサンプル前に形
成されるシースで加速されるためサンプルに垂直に入射す
る．図 7（a）は2 Paで250Wの重水素のRFプラズマ中に
置かれたC12A7エレクトライド表面で生成される負イオ
ンのスペクトルである（ただし，横軸の粒子エネルギーは
プラズマポテンシャルによる加速は測定器の入口で再度減

図 6　（a）C12A7: e4エレクトライドのケージ構造，サブナノメー
タのケージが連結されケージ内に電子 4個が内包されてい
る．（文献［45］より転載）．（b）C12A7: e4エレクトライドの
エネルギーダイアグラム，結晶骨格の価電子帯と伝導電子
帯の間のエネルギーギャップにケージ伝導帯（CCB）が形
成され，その中にあるフェルミレベルのトップ面と真空レ
ベル（Evac）の差が仕事関数（2.4eV）となる．FCBM: 伝
導電子帯最小レベル，VBM: 価電子帯最大レベル．

（a） （b）

図 7　（a）エクス＝マルセイユ大学の PIIM において測定された
RF重水素プラズマ中で負バイアス電圧印加時（Vs ＝ −20 V
と−80 V）に C12A7: e4エレクトライド表面で生成される
負イオンのスペクトル．（b）同様にモリブデン（Mo）表面
で生成される負イオンのスペクトル．縦軸は毎秒あたりの
負イオンカウント，横軸は補正後の粒子エネルギーで，表
面を出るときのエネルギーに相当する．

（a）C12A7

（b）Mo
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④ �再現性：フィラメントを使った放電では，フィラメン
ト材が蒸着され仕事関数も上がり負イオン生成も下が
る．長期の使用では徐々に仕事関数も上がり負イオン
生成も下がる．しかし，アルゴンスパッタリングと水
素プラズマ照射により回復し，再現性は良い［57，58］．

③の水素プラズマ照射による回復については，プラズマ
中の反応性水素原子による表面不純物の除去の効果と図 6
に示されるようなC12A7ケージ構造の中に水素負イオン
が入り込むことによる新たなケージ伝導帯の出現が理論的
に予測されており［59］，その影響も考えられる．

4 ．まとめと今後の展望
Csを使用しない方法として，シートプラズマ，あるい
はヘリコンプラズマを芯としたタンデム型の体積生成法に
基づいた負イオン源の研究および開発が進んでいる．現在
までのところ，負イオン密度・負イオン電流密度としては
目標の20%程度まで到達しており，東海大学では大電流
非Cs型負イオン源のプロトタイプ（TPDsheet-NIS）を
設計・製作しているということである［60］．また，Ta等
により振動励起分子増大の実験結果が蓄積されており，プ
ラズマ配位の改良と組み合わせることによりCsフリー体
積生成型イオン源の将来が展望できる．

Csを使用しないプラズマグリッド電極材料の開発は，
C12A7エレクトライドがアルカリ金属を用いない各種の
材料のなかで，負イオンの生成率が高く，プラズマグリッ
ド電極として用いるためのいくつかの技術的な課題をクリ
アしていることを考えると，現在のところでは，最も有望
視できるものと考えられる．現在は中規模のイオン源実機
の実験結果を待っている状況である［61］．また，我々の研
究で，仕事関数と負イオン生成量の関係は，エレクトライ
ドや半導体の場合は従来考えられていたモデルをミクロス
コピックな観点で見直す必要があることがわかった．一
方，表面での負イオン生成は引出しシースへの輸送も考え
る必要があるが，エレクトライドの場合，プロトンおよび
水素分子イオン入射による反射実験では，斜入射斜出射の
場合負イオン化が正イオン化に比べて異常に高いという実
験結果が最近報告された［62］．そのため今後はさらに好条
件で高効率の負イオン生成ができる可能性がある．
本稿であまり議論しなかった項目のひとつに，①同時に
引き出される電子電流と負イオン電流の比（Je/JH−～1 以
下），②低ガス圧での運転などの問題があるが，これらは
負イオンの生成が十分で引出し領域近辺のプラズマが両極
性に近い条件が満たされる，あるいは振動励起分子の付加
的な生成が期待できれば緩和される可能性がある．そのた
めにも，両極性に近い条件やイオン性プラズマの研究等が
重要な役割を果たす．
永年負イオン源開発に携わってきたが，負イオン電流の
計測の難しさに苦労してきた．例え磁場を使っても電子は
どこからでも混入してくる．電流の熱的測定，プローブ計
測，負イオン密度光脱離法の併用など多面的な計測と上述
のプラズマ物理・プラズマ固体表面相互作用との研究連携
が不可欠である．

仕事関数測定が可能となっており，負イオン生成率と仕事
関数の関係は式（ 3）とはかなり異なることもわかってき
た［50-52］．これは，図 6に見られるようにバンド構造に
ギャップがあり，表面を離れる時に負イオンの電子が伝導
帯にもどることを抑制しているためと思われる．
ⅡのC12A7エレクトライドを含め様々な材料のプラズ
マ電極をもつ小型ECRイオン源によるビーム引出し実験
は主に同志社大学で行われてきた［53-55］．図 8はプラズ
マ電極をエレクトライド，Mo，Alを用いて，小型ECR源
から引き出されたH−電流値の加速電圧依存性である．エ
レクトライドはMo製電極に比べると約10倍のビーム電流
となっている．注意しなければならないのは，引き出され
た電流には体積生成による負イオンビームも含まれてお
り，プラズマ電極材料の相違の直接的な比較ができない
ことである．そのため，イオン源の構造が違うとMo製電
極との比は変化する．しかしいずれの場合でもC12A7エ
レクトライド電極はMo製電極に比べると数倍～約30倍の
ビーム電流となり，電極表面で負イオンが生成されている
ことを示している．また，Alについては，前述の吉田・
大原らの報告の場合とは，イオン源プラズマ点弧方式・電
力（1 kW：30W），電極形状・測定方法が異なっている
ことに注意しなければならない．
Ⅰのエクス＝マルセイユ大学での実験，Ⅱの同志社大学
での実験を遂行する際に，C12A7エレクトライドをプラ
ズマグリッド電極として用いるためのいくつかの技術的な
課題をクリアすることができた．
① �加工製について：テーパーをもつ引出し穴の加工は
2mm径まで問題がない．

② �耐熱性：800℃までのベーキングに耐える．仕事関
数は上昇するが，負イオン生成率も300℃までで大
きな変化はない［44］．

③ �水素・重水素プラズマ照射効果：水素プラズマ照射
により回復する［56，57］．

図 8　小型 ECR源（H2ガス圧1.5×10−1 Pa, ECR入力28 − 30 W）
から引き出された H−電流値の加速電圧依存性，プラズマ
電極はそれぞれエレクトライド（●），Mo（◇），Al（□）
の材質の場合の比較である．
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